


























































































　私立高校１年生 X は、校外での買い物から学校に戻る途中、面識のない同校の生徒 A に出会い
「何か文句があるのか」と声をかけ、口論となった後、立ち去るAの背後からAが背負っていたバッ
























容は明らかでない」などとしていずれも退けた。また、X が復学することによる A の学校生活へ
の影響については、「X の両親は A の母親に謝罪した上で、破損したマフラーについて被害弁償を

















裁判所 裁判年 学校種 退学処分の理由 退学処分の適法性
①さいたま地裁 2019年 私立中学 問題行動（寮内での火遊び） 違法















































































































































　私立高校１年生の X は、同級生 A に対して買い物を命じる（いわゆるパシリを強制する行為）、



































































































　私立高校２年生であった X は、１年次から同級生 A らに対する継続的ないじめを行っていた。
蹴る、押しかかる、突き飛ばすといった暴行、もみ合いになった際に脱げた A の上靴で鼻をかみ
返す、眼鏡を取り上げて自分の下着の中に入れる、SNS上で馬鹿にするといった行為を繰り返した。






































































裁判所 裁判年 学校種 退学処分の理由 退学処分の適法性
① 最高裁 1954年 公立大学 教授会の審議の妨害 適法
② 最高裁 1974年 私立大学 政治的活動・大学に対する非難 適法
③ 大阪地裁 1991年 私立高校 喫煙 適法
④ 最高裁 1991年 私立高校 校則違反（バイク運転） 適法
⑤ 東京高裁 1992年 私立高校 校則違反（バイク運転） 違法
⑥ 大阪高裁 1995年 私立高校 喫煙 違法
⑦ 最高裁 1996年 私立高校 校則違反（免許取得・パーマ） 適法
⑧ 大阪地裁 2005年 私立高校 いじめ、教員へのセクハラ 適法
⑨ 東京地裁 2008年 私立高校 教員への暴行 適法






⑫ 東京地裁 2017年 私立高校 いじめ 適法
⑬ 福島地裁 2018年 公立高校 器物損壊、教員への暴行 適法
⑭ 徳島地裁 2019年 公立高校 問題行動 適法
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ることの正当性を認めつつ、退学処分が他の懲戒と異なって学生・生徒の身分を失わせる重大な措
置であることから、「改善の見込がなく」、「学外に排除することが教育上やむを得ない場合」に限っ
て選択できるという基準が定着している。また、1996年の最高裁判例（⑦）は私立学校の独自性に
ついて言及し、建学の精神や独自の伝統、校風、教育方針などを前提に生徒が入学するものである
として、私生活領域に及ぶ校則の違法性についても否定している。
　また、判決の傾向として、おおよそ、生徒の行為の態様がどの程度悪質なものか、それまでの指
導に対してどのような態度であったか、保護者は学校に協力的で家庭での指導・改善に期待できる
か、被害者がいる場合はその心情や状況、学校が処分の前提となる校則等を周知・徹底していたか
といった点が検討されていることが分かる。
　退学処分を違法とした判決についてみると、⑤は生徒に処分歴がなく、校則に反したバイクの乗
車についての指導に対しても素直に従っており「改善の見込がない」とはいえないとされたこと、
⑥も生徒に処分歴がなく１回の喫煙行為のみが退学処分に相当するほど悪質とはいえないとされた
こと、⑪は生徒がいじめ行為の中心人物ではなく、加害者として被害者から挙げられた人物のうち
に含まれてもいなかったことなどが理由として挙げられている。
　これらのことからすると、生徒の行為が極めて悪質である、複数回の指導を受けても行動が改善
されない、保護者が学校に非協力的で家庭での監督・指導が見込めない（校外での行動に対する指
導も必要であり、家庭が学校に批判的であったりすれば生徒の指導に深刻な影響があることから、
保護者の態度も考慮すべきであろう）、生徒を学校に復帰させると被害者への影響が深刻である等
の事情があるときには、おおむね退学処分の適法性が認められると考えられる。
　また、⑦の判例にみられるように、とりわけ私立学校においては、その独自の校風や教育方針を
実現するため、公立学校と比較してもある程度広い裁量をもって処分が行えると解すべきであろ
う。⑥の事例については、私立大学付属高校の３年生で、系列大学への推薦入学が決まっていた生
徒であり、特に規範の遵守が厳しく求められるべきところ、学校において厳しく禁じられていた喫
煙行為にあえて及んだわけであるし、卒業を直前に控えた時期においてどれほど教育可能な期間が
残されているか（学校は退学処分にかえて原級留置による１年遅れでの卒業認定を提案したが、生
徒がこれを拒否した⑷）に鑑みれば、退学処分を違法とした結論に疑問が残らないでもない。
（3）懲戒処分に関する学説
　市川須美子は、「懲戒処分権の発動は、当該生徒の行動により生じた学校の教育・学習上の実害
が、非強制的な生活指導で対処しうる域を超え、他の生徒や教職員の権利との衝突の強制的な調整
の必要が生じた場合に、はじめて問題となりうる」とし、懲戒処分制度の学校教育における限定的
かつ補充例外的性質を強調する⑸。確かに、校則違反を当然に懲戒処分の対象とするかのような指
導や、あるいは懲戒処分権を振りかざして校則や生活規範を強制することの教育性については疑い
の余地もある。しかしながら、各学校においていかなる指導・教育をどのように行うべきかについ
ては、各学校固有の事情を前提に、専門職たる校長の教育専門性に基づく裁量によるのでなければ
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その目的を十分に達しえないようにも思われる。懲戒もまた教育上必要な場合という限定のもとで
取りうる処分であり、濫用してはならないのは言うまでもないが、とりわけ私立学校においては、
独自の教育方針をもつことがその特性であり、かつ存在意義であることからすると、懲戒処分の弾
力的な運用についても、公立学校と比較して広い裁量を認めてよいと考えられる。判例（⑦）から
も同様に解することができよう。
　星野豊は同判例（⑦）に関連して、「本件を含む全ての判例では、生徒及び両親等が当該校則の
内容を了知したうえで入学をしていること、すなわち、親権者の家庭における指導監督方針も校則
に規制に則ったものと認定し、さらに、私立学校独自の教育指導方針についての自律性を一般論と
して強調しているわけであるが、果たしてそれで十分かはやや疑問」、「生徒の人格形成に係る一般
的な責任、特に社会人として成長するための教育的責任が学校に課されているとすれば、私立学校
であることを理由とする校則の独自性はむしろ否定されるはずであるし、個々の親権者の指導教育
方針の妥当性についての一般的な指針として、「生徒の本分とは何か」という検討が、改めて必要
となる」と批判する⑹。校則によって学校外における法律上認められた行為（高校生の運転免許取
得や染髪、パーマ等）をどこまで規制できるかについては確かに検討を要するであろうし、いわゆ
る「ブラック校則」⑺が議論の俎上に載せられている昨今においてはなお、私立学校であることを
理由にしても、理不尽な校則に基づく指導・懲戒を加えることは許されないであろう。とはいえ、
先述の事例において問題となったような、教育上の目的をもって運転免許の取得禁止や髪型に関す
る校則を制定することが現在の社会通念上不合理とは言えない（判例も同旨である）し、仮にそう
いった学校外における行動に制限を加えることが原則的にできないとされた場合に、学校が本来果
たすべき社会教育機能に及ぼす影響はより深刻になる⑻。
　楠本敏行は「教育上の懲戒処分は、生徒の行為を非難し、その行為を反省させるために加える強
制的制裁であり、……生活指導の一環である。そして、生活指導においてはまず生徒と親の人権・
決定権が尊重されなければならないとすると、教師がその生徒の利益になると判断したからといっ
て、懲戒処分は正当化されない」、「また、一般に、ある目的達成のために成立した団体（たとえば
会社、労働組合、公共団体）において、構成員がその目的達成に反する行為をした場合、及び団体
の秩序を乱した場合、その構成員に懲戒が加えられることは是認される。しかし、学校は生徒が一
つの共通目的達成のために集合しているのではなく、目的は、あくまでも各個人の個性に応じた人
格の完成、成長発達であるから、右のような団体の秩序維持のための懲戒は妥当しない」、「パーマ
をかけるかどうか、運転免許を取得するかどうかは、まさに生徒と親の自己決定に委ねられている
領域であって、生活指導の対象となったとしても、懲戒処分によって不利益を科してまで強制でき
る事項ではない」とし、校則違反による懲戒退学処分を批判する。また、小林武も「バイク三ない
原則」違反をめぐる最高裁判決（④）に関連して、退学の措置が生徒の行為に比して重きに過ぎる、
別々の行為をした関係生徒を一律退学としたのは杜撰というほかないなどと批判し、「本来、バイ
クの免許取得・乗車・購入の行為は、個人の自己決定の自由に属する事柄であり、また、子どもに
これを許すか否かは第一義的に親の権限事項であって、しかも、右行為は国法上適法行為であるか
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ら、バイク規制にかんする校長の裁量権には本質的な制約があるといわなければならない。校長が
懲戒処分をもって規律できるのは、基本的に、バイクによる通学に限られるというべきであろう」
と主張する⑼。しかし、これらの前提となっているのは、生徒の生活指導に関しては、民主主義社
会において生徒や親の思想信条、表現の自由、自己決定権が尊重され、教師の役割は補充的なもの
にすぎないとの立場である。一般論としては妥当な部分もあるようにも思われるが、学校もまた多
様なものであり、生徒の私生活についても学校教育の責任領域が含まれることを一概に否定すべき
ではないし、学校教育と密接にかかわる部分については、学校は家庭と協同して指導を行うことが
求められる場合も考えうるだろう。特に私立学校についていえば、生徒・親と学校の間で交わされ
る在学契約において、学校が行う生活指導について基本的に合意したうえで入学していることが前
提となるべきで、それこそが私立学校の独自性を担保するための条件であろうと思われる。
　青木宏治は上記最高裁判決（⑦）の第一審（東京地方裁判所1991年６月21日判決、判例時報1388
号３頁、教育判例百選〔第３版〕61）に関して、「これまでの懲戒処分の裁量論をより拡大する方
向で、懲戒事由としての「教育目的の阻害」、「学習権侵害」の認定判断を学校に全面的に委ねてし
まっている。こうなると校則の管理主義的運用としての生徒懲戒処分があったとしても、生徒懲戒
処分の濫用として生徒の学習権を救済する方途は閉ざされることになるし、生徒の問題行動に対し
て学習権保障の原則を踏みはずさず多様かつ高度な教授方法（指導方法を含む）を創り出す努力を
学校、教師が行う機会も失せることになろう。管理主義の安易な方向として「問題児」切り捨て排
除の方向に流れるであろう」と懸念を表明する⑽。また、「学校、教師の懲戒処分の判断（裁量）
に子どもの教育を任せることができるのは、学校、教師が専門職責任（professional responsibil-
ity）をもって生徒の教育を行い、生徒や親からの信頼を基盤にもっていることが前提」、「この点
から現代の高校およびそこでの教師の行動をみると、教科の教授活動はともかく、生徒の規律懲戒
措置においては、「腐ったみかん」論、高校は義務教育ではないから、水準を落とすから退学勧告
をするといった理屈が広く取られているのが現実であり、教育を受ける権利の保障を法原理として
踏まえた教職専門性は不十分、未発達であると見るべきである」と批判する⑾。しかし、これまで
みた事例について具体的に検討してみると、判例は懲戒退学処分が重大な措置であることに鑑み
て、社会通念を基準に教育上やむを得ない場合に限って可能であるとしているのであって、「安易
な「問題児」切り捨て排除」を容認しているという評価は妥当でないし、高校の教職専門性に対す
る疑念についてもその根拠となる事実が不明である。ここで取り上げている多数の事例についてみ
ても、画一的・機械的な処理として懲戒処分を行っているとみるよりも、個々の生徒や学校の状況
に応じ、まずは必要な指導により改善を図ろうとしていることがむしろ常であって、安直に退学勧
告を乱発していると言わんばかりの指摘が当たるとも思われない。退学処分にしても、中学生であ
れば公立学校への就学が可能であり、前述の通り高校でも対外的には自主退学扱いとし、進路変更
（他校への転入学）を前提とするケースが多くみられる。とりわけ私立学校は学校ごとに多様な教
育観や指導方針を持っているのだから、入学した学校において残念ながらその校風や方針になじま
ないとき、必要に応じて生徒が自らの適性と一致する学校を選択し、その教育を受けられるよう適
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切な進路変更を実現するよう支援することがむしろ生徒の学習権保障にかなうのではないかとも考
えられる。一般に、公立の全日制高校では転編入の時期が決められているが、私立の通信制高校で
は随時転編入を受け入れている場合が多く⑿、柔軟な対応が行われている実態がある。つまり、退
学処分が即座に生徒の学習機会を奪うとはいえないし、適切な進路変更により、新しい環境に身を
置いて成長させることが生徒にとって望ましい場合もありうるはずである。一度の退学が学校教育
からのコースアウトを意味し、やり直しを許さない風潮があるとすればそれこそが深刻な問題で、
退学を経たとしても再度チャレンジできる環境を作ることや、また高校の転編入が不利な履歴とみ
なされない社会的合意の形成を目指すことが求められる。
　中野進も同じく上記最高裁判決（⑦）第一審判決に対して、「運転免許取得禁止校則違反、その
際に反省がないこと、再度校則違反のパーマをかけたこと、発覚して無断で下校し、事実を隠蔽し
ようとした、教師に対して侮辱的な言辞を弄したことを、判決は「処遇上無視できない事情」すな
わち退学に値する行為と認定している。しかし、ここには可罰的違法性とか構成要件該当性という
認識は見当たらず、学校の言い分を採用して「重大な事情」と認めているにすぎない。「いかなる
行為によって教育目的の達成が阻害されるかの判断は各学校の判断に委ねられ」るとして、可罰的
違法性の有無についての事実認定についてまで学校の裁量に任せてしまっている」と批判する⒀。
可罰的違法性とは、刑事法学において、行為が刑罰を科するに値するほど高度な違法性のことをい
うが、学校において法律の根拠に基づき行われる懲戒処分は刑事罰と異なり、教育上の目的をもっ
て行われる指導の一環である。すなわち、刑法上の犯罪行為に対して刑事罰を科すことと異なり、
可罰的違法性の有無ではなく、教育上の必要性をもってその適否を判断するべきである。また中野
は「退学の四つの処分事由とは、……四号「学校の秩序を乱し、生徒としての本分に反した者」で
ある。……判決から見ると、秩序維持のための処分と認められ、四号該当と推測される。ところで
「学校の秩序を乱し」とは積極的な秩序破壊行為、すなわち授業妨害とか他の生徒の権利を侵害す
る行為を意味する」とし、運転免許取得やひそかにパーマをかける行為について、単なる命令違反
であって秩序破壊には当たらない」ということから、退学処分該当性について疑問を呈し、「学校
の秩序を乱し」について限定的な解釈をとる⒁。しかし、学校がその教育方針に基づいて繰り返し
の指導を重ねてきたにもかかわらず、それに従わない態度を取り続けることは間接的にせよ他の生
徒の権利を侵害する行為にほかならない。学校秩序への反抗自体が直接的に他の生徒に悪影響を及
ぼすばかりでなく、現実の学校現場において指導に割けるリソースは限定されており、間接的に他
の生徒が受ける指導の機会を減少させるからである⒂。当該学校においてもはや指導の余地がない
という生徒に対しては、懲戒をもって臨まない限り学校自体が成り立たないことも考えられるだろ
う。
　羽山健一は、「退学処分についての裁量権は、教育目的を達成するために付与されたものである
限り、その行使が教育目的から逸脱し、不正な動機に基づいて裁量を行ったり、その目的に照らし
て本来考慮に入れるべきでない事項を考慮にいれて裁量判断したときは違法なものとなる。ここで
いう教育目的とは、直接には処分をうける生徒の「教育上の必要」を意味する。したがって、専ら
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学内の規律保持のためだけの処分は認められない。また、教育目的といっても当然、学校教育にお
ける目的を指し、学校教育の範囲には、自ずから限界がある。たとえば、学外で単車に乗るのを禁
止することが、学校教育の範囲であるかどうかは疑わしい」と述べ⒃、処分を受ける生徒に対する
特別予防的な観点を強調する。「教育上の必要」の範囲を当該の生徒に対するものに限定する理解
が学校教育法第11条の文言から当然に導かれるとは思われず、解釈上無理があるように思われる⒄。
学校教育の範囲についても一概に画することは困難である。また、「退学処分も懲戒の一つであり、
教育作用の一環である。したがって退学処分は、説諭や反省を促すなどの教育的配慮に基づいた教
育指導を重ねた上での最終的手段でなければならない。つまり教育指導過程を経ない退学処分は、
教育的懲戒とはいえない違法なものである」、「「性行不良で改善の見込みがない」と認定する際は、
反省の機会を与えるなど段階的な教育指導を試み、指導の可能性を追求したうえでの認定でなけれ
ばならず、「十分な指導を行わないままに指導の限界である」とするのは、手続き上の瑕疵がある
といわざるを得ない」と、段階的な教育指導過程の必要性を述べる⒅。確かに、教育的な配慮や手
続きを欠いたまま懲戒退学処分のみを断行しようとすることが、生徒の人権や利益に対する著しい
侵害になることは理解できるが、どのような形式でどの程度の説諭や反省の機会を設けるかについ
ては学校の自律性に属する問題である。全体に対する注意喚起や指導を行っていたことについて、
それに従わず違反をした場合に、次の段階として個別の指導を必ず挟まなければならないとする合
理的な理由も見出しがたい。学校秩序や社会秩序に対する重大な背反⒆により「生徒としての本分」
に反する場合であったり、いじめなどの被害者がいるような場合には、あらゆる配慮の限りを尽く
しても当該の生徒を学校に戻せないということも想定される⒇わけであるから、やむを得ず懲戒を
もって臨むことをすべて違法とするのは妥当ではない。
　西村峯裕・間宮庄平は「バイク三ない原則」の合理性に関連し、「我が国では親が生活指導を怠
りまたは諦め、学校に依存しこれを委ねる傾向が強い。そのこと自体は改めるべきであり非難に価
するが早急な改善が望めない現状に至っては校則で校外生活を規制することも已むを得ないであろ
う。しかも運転免許取得や購入の資金を稼ぐため学校を休んでアルバイトに励む者が少なからず続
出したり、暴走族に加わって非行に走るなど、本人の校内生活を乱すだけでなく他の生徒にも負の
影響を与え教育環境を悪化させることを思うと、校外生活にも及ぶ三ない原則の合理性を是認せざ
るを得ない。高校生に自助努力による自律を学ばせるためには生活に一定の自由を確保することは
不可欠であるが、自律は自分自身と社会に対する責任を伴うものであるから、人格形成途上にある
高校生が教育目的達成に必要な範囲で、校内外の生活を規制されても已むを得ない」、「私学につい
ては教育の自由が認められ、かつ生徒乃至保護者の側にも学校選抜の自由が有り自らの意思に基づ
いて特定の学校を選択し校則を契約内容として受容して在学契約を締結しているのであるから、学
区制等で選択の範囲が限定される国公立に比し、（在学契約に関する学校側の解約事由は学校教育
法等により制限されているところ、校則に違反した場合には自主退学勧告を受け容れる旨の誓約書
を入学に際し提出しているときは、学校側が解約権を留保したものと考えることもできるとして）
解約権を留保できる範囲はやや広い」と述べ㉑、特に私立学校における生徒指導や懲戒の裁量権に
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ついて緩やかに解する立場をとる。私見もこれに賛成するものであり、最高裁も同様に解している
と思われる。
（4）近時の事例における判決の妥当性
　ここで、２に挙げた近時の事例（退学処分を違法とする２つの判決）についてみることにする。
　２①は中学校における退学処分という点が、他の事例とは異なるものである。先述の通り、義務
教育学齢にあたる公立中学校においては退学処分を行うことはできないが、私立であれば退学させ
ても公立中学校に就学可能であることから退学処分が可能である。２①で退学処分が違法とされた
のは、生徒に同種行為に関する指導歴がなかったことや、退学処分の必要性に対する疑問（退学処
分にしなければ学校の安全確保ができないとはいえない）等による。しかし、３（1）⑦の最高裁判
例に照らしてみると、全寮制の私立学校の特殊性についてもう少し考慮してもよかったのではない
かとも思われる。本件生徒の行為は火気持込が厳重に禁じられている寮内において、火気類の単純
な持込みにとどまらず、スプレー缶のガスにライターで引火させ、現に寮の床を焦がす等、複数回
の火遊びをしており、多数の生徒の生命を預かる学校寮においては明らかにあってはならないもの
であった。そのため学校は繰り返し火気の持込や使用をしないよう厳しく警告をしていたのであ
り、当然生徒もそのことを認識していたはずである。それにもかかわらず故意の火遊び行為に及ん
だのであるから、生徒がいまだ心身成熟の途上にある中学３年生であることをもってしても（刑事
責任年齢は14歳であるし、不法行為責任を問う民事判例上も中学３年生であればおおよそ責任能力
を認めていることから、すでに善悪の区別がつく年齢であるといえる）、その悪質性は小さくない
と言えないだろうか。判決は、学校の指導について全体にされたものであって生徒個人にしていた
わけではないと指摘するが、このような指導は問題の発生を未然に防ぐために全体に対して行うの
が通常であって、問題の発生後に当事者へ個別指導をしたのでは遅い。そして、学校の指導も想定
しうる限り徹底していたといえる。１回でもこれに違反したら火災の発生により多数の生命にかか
わる重大な事件になりかねないのにあえて違反に及んでいるのだから、違反に対して更なる指導に
より改善が見込めるかどうかについても疑問が残る。３（1）⑩の判決が指摘するように、仮にこれ
を不問とすれば規則に従わなくても不利益は受けないとの印象を与え、規範への信用を揺るがし、
本件類似の行動を助長しかねず、生徒の生命を守るという観点からは、厳しい対応により秩序を維
持する必要性が高かったようにも思われる。また寮の安全管理を徹底できなければ他の在寮生を不
安に陥らせ、ひいてはその後の生徒募集にも影響しかねず、私立学校としての経営に支障をきたす
ことも考慮に入れるべきであろう。生徒寮は、保護者が同居する家庭での生活と異なり、ごく少数
の舎監等が多数の生徒の安全管理に責任を負わなければならないものである。そのため全寮制とい
う特殊な学校に在籍するにはそれなりの責任が伴うものであり、火気の使用を厳禁とする当然の規
則を遵守できない生徒であれば、寮生活ではなく保護者の監督のもと家庭での生活を行わせること
が適当であろう。また公立学校に転学したとしても義務教育として必要な教育を受ける機会が保障
されていることからしても、退寮と、必然となる退学処分について校長の裁量を広く認めるべきで
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はなかっただろうか。
　２②は私立高校において同校の生徒への暴行を理由とする退学処分が違法とされた事案であっ
た。判決では、過去の処分歴は喫煙によるものであって暴行によるものではなかった、親権者が関
係修復に向けた行動をとっている、校内で被害者との接触を回避させることが可能であるなどとさ
れた。しかし、喫煙に対する懲戒処分であったとしても、その後校則や社会規範一般を遵守して生
活することを誓わせる指導が行われることが通常であり、喫煙の防止のみに限定した指導を行うわ
けではない。喫煙行為について繰り返さなかったとしても、校則違反や社会規範に反する行為を繰
り返すのであれば、指導による改善の見込が十分にあると認めることが困難になる可能性がある。
また、面識のない生徒に言いがかりをつけ、口論となった末、背後から蹴りつけたり、２メートル
の高さから土手に転落させたりといった暴行の態様は反社会的であり、決して軽微なものとはいえ
ない。一方的かつ継続的ないじめとは異なり、一時的なものであったにせよ、場合によっては生命
にかかわる重大な結果をもたらしかねない暴行をはたらいた生徒を、再び被害者と同じ学校に戻す
ことについて懸念がないとは言い切れない。本件では被害者の心理状況（加害者の学校復帰につい
てどう思っているか）についての事実認定はなく、生徒の両親が被害者の母親に謝罪したり破損し
た物品の被害弁償を行ったことが明らかになっているに過ぎないが、一般論として、暴力行為の被
害者の心情を慮れば、加害者の学校復帰については特に慎重な判断が必要となると考えるべきであ
ろう。また、本件の学校の特徴について、学校側の主張によれば「中学校在籍時に不登校の傾向に
あった生徒の割合が相対的に高く、粗暴な生徒に対してより委縮してしまう生徒が多いことから、
暴力行為に対して厳正に対処している」というのだから、これを前提とすると、生徒も通常そのよ
うな指導を期待して入学していると推認することができる。そうだとすれば、暴力行為に対しては
徹底的に排除するということをもって生徒が安心して学習に臨める環境を実現しているといえ、そ
のこと自体は私立学校としての独自の校風あるいは教育方針であることに照らせば不当であるとも
思われない。高校では、幼児保育のように生活のすべてを教員が監視しているわけではなく、また
生徒を常に拘束することもできないのだから、学校内で加害者と被害者の接触を回避させるには限
界があるはずで、教育現場に求めうる現実的な負担を考えると、判決の指摘には無理があるのでは
ないかとの印象を受ける。
　また、この２つの事例についてみると、過去に懲戒退学処分を違法とした事例（（1）⑤・⑥・⑪）
よりも行為の態様が重大ではないかとも思われる。２①は軽犯罪法第１条９号に定める火気乱用の
罪（火災になれば刑法上の重過失失火罪に問われる事案であろう）に該当するし、２②は傷害（刑
法第204条）の罪であり、いずれも触法行為である。私生活領域における校則違反や１回の喫煙な
どによる退学処分を違法と断じた判決と比較しても、校長の裁量権についてかなり踏み込んだ制約
をかけているように思われる。このような司法の積極的介入が、懲戒処分に際して考慮される「教
育上の目的」の達成に妥当であるか、改めて検討を要するのではないだろうか。
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４．結びにかえて
　学校における懲戒処分は、教育上必要と認められる範囲で、一般の生活指導においても十分な改
善効果が見込めない生徒の行為について、その悪質性を認識させ、反省を促すために教育専門職た
る校長の裁量によって行われるものである。ただし、そのうち退学処分については学校から当該生
徒を排除するものであり、停学等他の処分とはその性質を異にするともいえる。このことから、適
切な事実認定のもと、他の処分を取りうるかどうかも含め、特に慎重な検討と手続きによって処分
を行う必要があるのは言うまでもない。客観的証拠の収集、当事者や関係者からの適正な聴取、弁
明の機会の保障、学年会・生徒指導部会・職員会議等による審議等㉒により恣意的な判断を排除す
るよう校長の裁量にも制約があるというべきであろう。
　一方で、特に私立学校においては公立学校以上に多様な学校固有の事情があり、また生徒の側に
も学校を選択する自由がある。このことからすれば、退学処分についての裁量についても、公立学
校と比較して広く認められるべきであろうし、転学先との接続支援など教育的な配慮をもってなす
場合にはなお、それが必ずしも生徒にとって著しい不利益であるともいえない。私立学校の中には、
全寮制であったり、不登校であった生徒の支援に力を入れていたり、あるいは併設大学への推薦入
学を前提とするため特に高い倫理観や規範遵守を求めたりなど、それぞれに学校としての方針や特
徴がある。各学校にとって重大な秩序を乱す行為については、一般予防的な観点からも、やむを得
ず懲戒をもって臨むほかない場合がありうるだろう。違反行為に対して懲戒処分を下すという心理
的な威嚇をもって問題行動を抑止しようとすることの非教育性には批判もある。とはいえ、現実の
高校現場の持てる力をもって生徒の学習権を保障し、学校における秩序を維持することを目的にす
る限り、一般予防の目的をすべて否定するべきとも思われない。現に、たとえば定期試験における
不正行為に対しては懲戒処分とする学則あるいは校則、内規等を定め、生徒に明示している学校は
少なくなく、懲戒の予告が不正行為の誘惑から生徒を守る役割を果たすことを認めているにほかな
らない。
　本稿においては、私立中学・高校において行われた退学処分が違法とされた近時の事例について
取り上げ、過去の判例等や学説を参照しながら、これを批判的に検討した。学説の多数は、私立学
校の独自性について考慮することなく、校長の裁量権を一定限度において認めた判例に批判的であ
る。こういった学説の影響が、冒頭に挙げた近時の事例にみられたといえるのかもしれない。しか
し、本稿はこれらの多数説に対して疑問を投げかけるものであり、自由と多様な価値観を前提とす
る民主主義社会において、生徒が教育を受ける権利を真に保障され、適切に学ぶ機会を与えられ、
社会を形成する有為な市民としての成長を果たすためにどうあるべきかについて、再考を要すると
思料するものである。
　現時点では、私立中学・高校においてどのような生活指導が行われ、また懲戒処分がなされてい
るか、その実態に関する調査や統計は不十分であり、今後現場に即した実証的な研究が求められる。
そのうえで、懲戒退学処分に関する適切な運用がなされ、先述のような教育の目的が十分に果たさ
私立中学・高校における懲戒退学処分と校長の裁量の範囲
─　　─50
れるよう、司法による介入については慎重な判断が求められるものと考える。
【付記】
　本稿は2020年度早稲田大学特定課題研究制度（課題番号2020E-068）の助成による成果の一部である。
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教育上の目的にかなうような場合は、私生活の領域であっても校則による規制や、その違反に対する指
導ないし懲戒は、学校の裁量の範囲に属し適法であると考えるべきである。運転免許の取得にしても、
事故や通学時の混乱を防止する目的であれば「運転の禁止」で足りるのであって、教習所への入所や免
許の取得までを禁じることの必要性について疑問もあるかもしれないが、現実の学校現場に残されてい
る指導力をもって、運転免許を現に取得した生徒の運転禁止まで実現するのは困難であると言わざるを
得ない（例えば就職のために在学中の免許取得の必要性が高いような場合に、免許取得を届出制にして
取得後は学校に預けさせるといった校則を設けるといった実例があるが、そのような必要性がない限
り、学校現場としては校外における運転禁止の指導や交通安全指導のようなものに限られた余力を割き
たくないのが通常であろう）。労働判例では、会社が従業員の私生活上の行為を理由に、就業規則に基
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づく懲戒を行うことについて「営利を目的とする会社がその名誉、信用その他相当の社会的評価を維持
することは、会社の存立ないし事業の運営にとって不可欠であるから、会社の社会的評価に重大な悪影
響を与えるような従業員の行為については、それが職務遂行と直接関係のない私生活上で行われたもの
であっても、これに対して会社の規制を及ぼしうることは当然認められなければならない」（日本鋼管
事件、最高裁判所第２小法廷1974年３月15日判決、最高裁判所民事判例集28巻２号265頁）とするもの
があり、懲戒の対象を会社の指揮管理下にある労働時間内の行為に限定していない。学校は営利企業と
異なり、信用やその社会的評価が学校の存立や運営に不可欠であるとはいえないが、生徒の学習習慣や
生活習慣など、学校生活と私生活はその大部分の領域において不可分であるともいえる。教育基本法は
保護者に子の教育についての第一義的責任を求め（第10条）、日常の生活習慣については保護者が責任
を負うべきであるが、学校もまた家庭と協同し、私生活の領域も含めて「生徒の本分」を求める責任を
負っていると考えるのが妥当であろう。そうだとすれば、少なくとも法令違反行為や社会規範に反する
行為については私生活上の行為であっても規制を及ぼしうるし、学校の教育目的を達成するための指導
を行うことが不適法であるとすべきではない。同様に、悪質ないじめや窃盗等は犯罪であり、本来は警
察が対処すべきものであるから学校が必要以上に関与するべきでないともいえるが、在学しながら反省
を促したり更生させたりするには学校も連携して役割を担う必要があるだろう。
⑼　小林武「校則「三ない原則」違反と自主退学勧告の適法性」民商法雑誌106巻２号（1992年）263頁。
⑽　青木宏治「私立高校生パーマ禁止違反処分事件」教育判例百選〔第３版〕61（1992年）135頁。
⑾　青木宏治「教育を受ける権利と高校生の懲戒退学処分の限界─とくに裁量権の制約について─」高知
大学経済学会高知論叢52号（1995年）15頁。
⑿　たとえば通信制のルネサンス高等学校（https://www.r-ac.jp/）はウェブサイトによると随時転校を
受け付けており、前籍校の取得単位や在籍期間を引き継ぎ、全国どこからでも入学が可能である。全日
制普通科の青山高等学校（http://aoyama-h.ed.jp/）も「いつでも転校可能」（ウェブサイトの記載）とし、
転編入の専門担当者を置くなどして積極的に他校の生徒の受け入れを行っている。
⒀　中野進「自主退学勧告処分の是認を厳しく批判する─パーマ退学事件地裁判決をめぐって」季刊教育
法90号（1992年）42頁。
⒁　中野・同41頁。
⒂　たとえ学級規模の縮小や教員定数の増員をもってこれに対処しようとしてもコストが増すことにな
り、私立学校であれば学費負担として結局すべての生徒にこれを負わせることにならざるを得ない。
⒃　羽山健一「高等学校における退学処分と自主退学」自由と正義38巻６号（1987年）43～44頁。
⒄　清野惇「懲戒としての停学処分について」修道法学40巻２号（2018年）236頁は「懲戒の理由とされ
る「教育上の必要」は、当の本人の教育上の必要だけでなく、他の学生の教育上の必要をも含むので、
それは教育組織としての学校の教育上の必要を意味すると解される」と述べる。
⒅　羽山・前掲注⒃・44頁。
⒆　軽微とはいえない刑法犯、教員への暴力や窃盗（たとえば生徒が定期試験問題を盗むため職員室に侵
入し、建造物侵入等の容疑で逮捕されたという事件が報道されている＝朝日新聞2008年６月29日朝刊参
照。またほぼ同じ事件として朝日新聞2006年３月26日朝刊参照）、校内における性的行為などが想定さ
れる。なお各都道府県が制定する条例において、一般に18歳未満の青少年の性的行為は禁じられている
（ただし通常違反者が18歳未満であれば罰則規定から適用除外されるため、当事者の双方が18歳未満で
あれば罰則は受けない）。たとえば神奈川県は青少年保護育成条例によって18歳未満の青少年に対する
「健全な常識を有する一般社会人からみて、結婚を前提としない単に欲望を満たすためにのみ行う性交」
や「いたずらに性欲を刺激し、又は興奮させ、かつ、健全な常識を有する一般社会人に対し、性的羞恥
嫌悪の情をおこさせる行為」を禁止している。
⒇　本稿冒頭でも述べたように、文部科学省は懲戒が学校の秩序の維持のために行われる場合があること
を認めている。前掲注⑴参照。
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㉑　西村峯裕・間宮庄平「バイク三ない原則を定めた校則に違反することを理由の一つとする自主退学勧
告の是非」産大法学26巻３・４号（1993年）109～111頁
㉒　生徒指導にあたっては、生徒指導主事が中心となって構成する生徒指導部の教員がこれを主導するこ
とが一般的であると思われる。生徒指導部は、生徒の問題行動等について事実を明らかにし、指導の方
針を立案する役割を担うが、特に懲戒が念頭に置かれるような事案の場合、生徒にとって不公平な事
実・情状の認定がなされないよう慎重な対応が求められる。このため、最も当該生徒や保護者に接する
機会が多いホームルーム担任の教員や、事案によっては部活動の顧問教員等が、処分に際し生徒の立場
から（生徒に有利な）意見を表明できる機会を保障することが重要であろうと思われる。これを欠く場
合、生徒は弁護人なしに刑事裁判を受ける被告人と同じ立場に置かれるようなものであり、校内におい
ては教員間での役割分担を行っておくことが必要である。
